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国保事業費納付金・標準保険料率　説明資料

１．納付金算定の考え方(国ガイドライン)

＝

○  都道府県が、医療費等を見込み、「都道府県全体で必要な納付金総額」を定め、市町村ごとの

被保険者数と所得水準で按分し､それぞれに医療費水準を反映することにより、市町村ごとの

納付金を算定。

○ αは医療費水準をどの程度反映させるかを調整する係数（０≦α≦１）

○ βは所得水準をどの程度反映させるかを調整する係数

都道府県の所得水準に応じて設定することが原則（全国平均ならβ＝１）

２．標準保険料率算定の考え方(国ガイドライン)

 現状、国保の保険料は様々な要因により差異が生じているため、他の市町村の保険料水準

 との差を単純に比較することは困難な状況。

 ⇒　都道府県が市町村ごとの標準保険料率を示すことにより、標準的な住民負担を見える化。

 ※ 将来的な保険料負担の平準化を進める観点から、都道府県は、標準的な保険料算定方式

　や市町村規模別の標準的な収納率等に基づき、標準保険料率を算定する。

都道府県が市町村に示すイメージ

都道府県 市町村 当該市町村の 実際の保険料率

標準保険料率 標準保険料率 保険料算定方式で （市町村が決定）

【全国共通方式】 【都道府県共通方式】  算出した場合

Ａ市： A市： A市： 

 所得割 10％  所得割 10％  所得割  9％

 所得割  9％  世帯割 12,000円  世帯割 12,000円  世帯割 10,800円

 均等割 40,000円  均等割 40,000円  均等割 36,000円

 均等割　40,000円 Ｂ町： Ｂ町： Ｂ町： 

 所得割   6％  所得割  5％  所得割  4％

 資産割 10％  資産割  8％

 世帯割 10,000円  世帯割 10,000円  世帯割  8,000円

 均等割 40,000円  均等割 40,000円  均等割 32,000円
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３. 納付金(医療分)の算定例

(1) 納付金総額の算定

県全体医療給付費 930.4億円

－) 県に配分される公費等 668.3億円

＝ 県全体の納付金総額 262.1億円

(２) 所得水準・被保険
者数に応じた按分

県全体の納付金総額を按分

1)所得水準に応じた按分額 130.8億円

2)被保険者数に応じた按分額 131.3億円

(３) 市町ごとの納付金の額

1)所得水準に応じた按分額 130.8億円を市町の所得の
シェアで配分

Ａ市の限度額考慮後の所得 416.8億円
＝ ＝ 24.81%

県全体の限度額考慮後の所得 1,680.0億円

130.8億円 × 24.81% ≒ 32.5億円 ……①

2)被保険者数に応じた按分額 131.3億円を市町の
被保険者のシェアで配分

74千人(Ａ市) (※1)  43千世帯(Ａ市) (※1)  

×0.7 ＋ ×0.3 ＝ 24.76% 
299千人(県全体) 171千世帯(県全体)

131.3億円 × 24.76% ≒ 32.5億円……②

3)Ａ市の納付金基礎額

（①＋②） 32.5億円 ＋ 32.5億円 ＝ 65.0億円(※2) 

所得水準が低い県の場
合は、所得水準に応じた
按分の比率が低くなる。
今回の試算では
(1)：(2)=0.996：１(医療分)
としている。

※1…人数を単位とする均等割、世帯を単位とする平等
割は、7：3とする。
※2…この後、地方単独事業の減額調整分、前期高齢者
交付金の過年度の精算分などを市町毎に調整して、各
市町の納付金を算出する。



保険料と給付サービスの統一に向けた取組(イメージ)①
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○市町間の医療費の支え合
い(市町ごとの医療費水準を
反映しない)

○賦課方式を３方式に統一
（資産割の廃止）

○決算補填等法定外繰入金
の段階的解消

○制度改革の影響に対する
激変緩和措置

○データヘルス計画による保
健事業の推進、医療費適正
化対策の実施

○収納率目標の設定や収納
対策の強化

○保険料収納率の取扱
い

○保健事業、収納対策、
減免、地方単独事業等
の取扱い

→市町間の支え合いと
市町独自の取組、インセ
ンティブ確保とのバランス
をどう考えるか

○料方式・税方式の取
扱い

保
険
料
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第１段階(H30～H35) 第２段階(H36～)H30
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6年ごとの改定

3年ごとの改定

保健医療計画
医療費適正化計画
レイカディア滋賀 高齢者
福祉プラン
国保運営方針

(H30-H35) (H36-H41)

（
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保険料と給付サービスの統一に向けた取組(イメージ)②

納付金
基礎額

各市町の
精算額
（Ｈ３１年度
で終了）

地方単独
事業の減
額調整、
基金返済

－

＋

－

＋

公費等
（市町毎に算
定されるも
の）

保健事業
費等

収納率÷ 保険料＝

【現状】保健事業費は、
市町によって経費や
取組に差がある。

【現状】収納率は市町
によって差がある。収
納率が高いほど保険
料を安く設定できる。

医療費の支え合
いにより市町間
の差は生じない
…統一

各市町の減額調整
に係る法定外繰入
れの基準を統一す
る必要がある。

【対応案】共通基準
（最低基準）を定める。
市町の裁量として、基
準を超える取り組みも
別途の交付金等で認
める。

【対応案】保険料を統
一できるよう納付金や
収納率を調整。

納付金



（参考） 国保事業費納付金の配分方式等、保険料水準の一本化

市町村標準保険料の
算定方式

保険料水準の一本化

※都道府県準備状況調査（平成28年10月１日現在）及び都道府県への聞き取りにより作成

納付金の
配分方式

注：一本化する都道府県とは、α=0等の条件により保険料水準を一本化する方針の都道府県である。

一本化する

8%

一本化

しない
79%

未定
13%

2方式
13%

3方式
57%

4方式
4%

未定
26%

2方式
9%

3方式
66%

4方式
4%

未定
21%

一本化する８％は
右記の４県

厚生労働省資料に加筆

※ α: 市町ごとの医療費水準をどの程度反映させるかを表す係数 α=1～0で設定
、

１人当たり医療費の
市町村間格差
（平成26年度）

大阪府 1.5倍

奈良県 1.6倍

広島県 1.5倍

滋賀県 1.2倍

他県等の状況



財政安定化支援事業

50％ 50％

○普通調整交付金（７％）

市町村間の財政力の不均衡
等（医療費、所得水準）を調整
するために交付。

○特別調整交付金（２％）

画一的な測定方法によって、
措置できない特別の事情（災
害等）を考慮して交付。

調整交付金（国）

（９％）※１

7,800億円

調整交付金（国）

（32％） ※１

23,800億円

定率国庫負担

公費負担額

国 計 ： 33,700億円

都道府県計： 11,600億円

市町村計： 1,800億円

市町村への地方財政措置：1,000億円

○高額な医療費（１件80万円超）の発生

による国保財政の急激な影響の緩和を

図るため、市町村国保からの拠出金を

財源に、都道府県単位で負担を共有

事業規模：3,360億円
※ 国と都道府県は１/４ずつ負担

高額医療費共同事業

医療給付費等総額： 約113,700億円

保険料

（29,700億円）

○ 低所得者の保険料軽減分を公費で
支援。
事業規模： 4,600億円

（都道府県 3/4、市町村 1/4）

○ 低所得者数に応じ、保険料額の一定

割合を公費で支援
事業規模： 2,630億円
（国 1/2、都道府県 1/4、市町村 1/4）

都道府県
調整交付金

（９％）※１

6,700億円

保険財政共同
安定化事業○ 国保間の保険料の平準化、財政の

安定化を図るため、都道府県内の国

保の医療費について、各国保からの

拠出金を財源として、都道府県単位で

負担を共有

保険財政共同安定化事業

※１ それぞれ保険給付費等の９％、32％、９％の割合を基本とするが、定率国庫負担等のうち一定額について、財政調整機能を強化する観点から国の調整交付金に振りかえる等の法律上の措置がある
※２ 平成２５年度決算における決算補填等の目的の一般会計繰入の額
※３ 退職被保険者を除いて算定した前期高齢者交付金額であり、実際の交付額とは異なる

前期高齢者交付金

○国保・被用者保険の65歳から
74歳の前期高齢者の偏在に
よる保険者間の負担の不均
衡を、各保険者の加入者数に
応じて調整。

前期高齢者交付金

35,800億円
※３

保険料軽減制度

保険者支援制度

保険者支援制度

保険料軽減制度

高額医療費共同事業

法定外一般会計繰入

約3,500億円※２

（平成28年度予算案ベース）（参考） 国保財政の現状


